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ており、具体的な採取地点については、都道府県が環境省の助言を受け設定して

いる。 

調査した 17 道府県における平成 23 年 10 月から 26 年 4 月までの糞便採取調査

の糞便採取の状況をみると、次のとおり、3 県において、採取地点及び採取時期

の見直しが適切に行われないまま、継続して調査が実施された結果、採材の実績

が全くない又は低調となっている例がみられた。 

ⅰ）採取地点である河口に架かる橋の補修工事の影響で野鳥の飛来が見込めない

ことが事前に明らかであるにもかかわらず、採取地点の見直しが行われずに、

平成 25 年 10 月から 26 年 4 月までの 4 回の調査で 1 度も糞便を採取できてい

ないもの（秋田県） 

ⅱ）採取地点よりも多数の野鳥が飛来している別の地点がみられるが、採取地点

の見直しが行われていないもの（宮城県） 

ⅲ）環境省から県に対する連絡が明確でなかったため、採取地点及び採取時期を

変更できることを県が十分認識しておらず、採材の実績が低調なまま採取地点

及び採取時期の見直しが行われていないもの（群馬県） 

 

【所見】 

したがって、農林水産省及び環境省は、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 農林水産省は、環境省から野鳥の検査等による低病原性鳥インフルエンザウイ

ルスの検出に関する情報提供を受けた場合、必要に応じて都道府県、関係団体等

に対する情報提供を迅速に実施すること。 

② 環境省は、糞便採取調査における採取地点及び採取時期について、野鳥の飛来

状況や都道府県における糞便採取の状況などを踏まえて、その設定を適時に見直

すよう都道府県に対し助言すること。 
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表 2-⑵-イ-② 低病原性鳥インフルエンザウイルスが検出された例 

採取日 確定検査機関 検体数 ウイルス亜型 

平成 23年 12月 21日 鳥取大学 4 
①H7N7(3) 

②H7N7･H7N3 の共感染(1) 

24年 1月 25日 北海道大学 2 H7N1 

2月 20日 動物衛生研究所 2 H7N7 

11月 28日 動物衛生研究所 1 H7N1 

25年 2月 21日 動物衛生研究所 1 H7N1 

10月 28日 動物衛生研究所 1 H5N3 

26年 10月 17日 動物衛生研究所 1 H5N2 

10月 27日 鳥取大学 1 H5N2 

11月 18日 鳥取大学 1 H7N7 

11月 19日 鳥取大学 1 H7N2 

27年 2月 23日 鳥取大学 1 H7N7 

（注）環境省の資料を基に当省が作成した。 

 

 

表 2-⑵-イ-③ 採取地点及び採取時期の見直しが適切に行われないまま、継続して調査が実施された

結果、糞便採取調査の実績が全くない又は低調となっている例 

調査対象

道府県 
調査結果 

秋田県 平成 23 年 10 月から 26 年 4 月までの糞便採取調査の採材の実績が低調であり、特に、

25 年 10 月から 26 年 4 月では、糞便の採取地点である河口に架かる橋の補修工事の影響

で、渡り鳥の飛来が大幅に減少しており、1度も糞便を採取できていない。 

 

表 過去 3年の糞便採取調査の実績 

時期 10 月 12 月 2 月 4 月 合計 

平成 23年 10月～24年 4月 4 個 24 個 50 個 2 個 80 個 

24年 10月～25 年 4月 1 個 0 個 29 個 1 個 31 個 

25年 10月～26 年 4月 0 個 0 個 0 個 0 個 0 個 

（注）「野鳥における高病原性鳥インフルエンザに係る対応技術マニュアル」により、糞便採取調査は、

各回 100個の糞便を採取して検査することとされている。 

宮城県 平成 23 年 10 月から 26 年 4 月までの糞便採取調査の実績は、次表のとおりであり、採

取した割合はいずれの時期においても 50％程度で推移している。 

一方、環境省はガンカモ類の冬期の生息状況の把握を目的として、都道府県の協力を

得てガンカモ類の生息調査を毎年 1 月に実施しており、宮城県ではこれに加えて独自に

毎年度 11 月と 3 月にも生息調査を実施している。この生息調査の結果は、次表のとおり

であり、糞便採取調査の採取地点（調査地Ａ）よりも多数の渡り鳥が飛来している地点

（調査地Ｂ及び調査地Ｃ）がみられる。 

しかし、当該調査の開始時に採取地点を決定して以降、より多数の野鳥が飛来する地
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調査対象

道府県 
調査結果 

点が明らかになっているにもかかわらず、糞便採取調査の採取地点の見直しは行われて

いない。 

 

表 調査地ごとの野鳥の飛来状況 

調査年度 

糞便採取調査 ガンガモ類の生息調査 

時期 

調査地Ａ 調査地Ｂ 調査地Ｃ 

糞便採取数 

(4 回合計) 
飛来数 飛来数 飛来数 

平成 

23 年度 

23年 10月 

～24年 4 月 

188個 

（47.0％） 

616羽 72,431羽 98,403羽 

479羽 62,299羽 83,155羽 

614羽 30,391羽 3,059 羽 

24 年度 
24年 10月 

～25年 4 月 

211個 

（52.8％） 

1,501 羽 68,488羽 127,097羽 

1,068 羽 69,672羽 60,618羽 

757羽 36,225羽 12,082羽 

25 年度 
25年 10月 

～26年 4 月 

200個 

（50.0％） 

426羽 63,174羽 59,203羽 

740羽 79,617羽 54,961羽 

303羽 13,543羽 3,763 羽 

（注）1 糞便採取調査は、各回 100 個の糞便を採取して検査することとされており、宮城県においては、糞

便採取調査を 10月、12月、2月及び 4月の計 4回実施している。 

2 「糞便採取数」欄には、4 回の合計数を計上し、( )内は、年間の採取予定数（400 個）を基に糞

便の採取割合を計上した。 

   3 野鳥の飛来数は、ガン類、ハクチョウ類、カモ類の飛来数の合計であり、「飛来数」欄の上段は

11月、中段は 1月、下段は 3月の飛来数を示す。 

群馬県 平成 23 年 10 月から 26 年 4 月までの糞便採取調査の実績は、次表のとおり、採取時期

について、過去 3 年間でいずれも 10 月、4 月には全く採取の実績がないにもかかわら

ず、23年 10月以降、変更されていない。また、採取地点についても、本調査が開始され

た 20 年以降、変更されていない。 

 

表 糞便採取調査の実績 

時期 10 月 12 月 2 月 4 月 合計 

平成 23年 10月～24年 4月 0 個 100個 100個 0 個 200個 

24年 10月～25 年 4月 0 個 100個 100個 0 個 200個 

25年 10月～26 年 4月 0 個 100個 30 個 0 個 130個 

 

このように採材できない時期及び採取地点が毎年選定されている理由について、群馬

県（本庁担当課）では、「詳しい経緯は不明であるが、平成 20 年に本調査を始めた際

に、環境省から現在の採取地点の指定があり、当時から変更がなされていない。また、

採材時期及び採取地点は、環境省からの実施依頼の通知で指定されているため、これに

のっとり実施している。」としている。 
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ⅱ）衛生管理の状況等の公表結果をみると、表 3 のとおり、平成 26 年の定期報

告が行われた農場数について、23 年の定期報告が行われた農場数と比較したと

ころ、宮城県では約 71％、鹿児島県では約 54％にとどまっており（注）、この

間に離農した農場等があることを考慮しても、定期報告が行われていない農場

が相当数あることが推測される状況となっていたもの（宮城県及び鹿児島県） 

 （注）経年推移での比較のため、調査対象とした宮城県（仙台家畜保健衛生所及び北部家畜

保健衛生所）及び鹿児島県（肝属家畜保健衛生所）を含む県全体を単位としている。 

 

表 3 宮城県及び鹿児島県における定期報告の状況 

調査対象道府県 
平成 23 年の定期報告が

行われた農場数 

平成 26年の定期報告が行われた 

農場数 対 23 年比 

宮城県 6,736 農場 4,800 農場 71.3％ 

鹿児島県 17,649農場 9,494 農場 53.8％ 

（注）「衛生管理の状況等の公表結果」を基に当省が作成した。 

 

このように定期報告が行われていない農場が存在する理由について、9 道府県

（11 家畜保健衛生所）では、電話やはがき等による督促や立入検査時の指導をして

も、定期報告の意義が十分理解されず、特に、高齢又は農場の規模が小さい家畜の

所有者が、定期報告の作成・報告に負担感を持っているとしている。 

 

（定期報告が行われていない農場に対する指導等の状況） 

定期報告が行われていない農場がみられた 9 道府県（11 家畜保健衛生所）におい

ては、上記のように指導しても報告が行われないなどとしているものの、定期報告

が行われていない農場を整理していない家畜保健衛生所がみられた。また、宮崎県

（宮崎家畜保健衛生所）においては、定期報告の回収を市町村に依頼しているが、

定期報告が行われていない農場の報告を求めておらず、未報告の家畜の所有者に対

する督促を行っていないなど、報告義務の履行確保の指導が十分に行われていない

状況もみられた。 

さらに、定期報告義務違反に対する家畜伝染病予防法第 68 条の規定に基づく罰

則について、9道府県（11家畜保健衛生所）では、これまで適用した実績がない。 

罰則の適用については、道府県（家畜保健衛生所）が、家畜の所有者との関係が

悪化し、家畜伝染病予防法に基づく円滑な業務運営に支障が生じることなどを懸念

し、その厳格な運用に踏み切れていないものと考えられるが、都道府県が農場に関

する最新の情報を正確に把握することができず、家畜伝染病が発生した場合の初動

対応の遅れが生じることや、家畜の所有者における飼養衛生管理基準の遵守意識の

低下につながりかねないため、是正を図る必要があると考えられる。 

 

（定期報告の作成・報告に係る負担を軽減する取組の状況） 

定期報告に際しては、衛生管理区域及び消毒設備の設置箇所を明示した農場の平

面図、畜舎ごとの家畜の飼養密度を記載した書面等の書類を添付することとされて

いる（家畜伝染病予防法施行規則第 21条の 2）。 

今回、調査対象 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における定期報告の添付書類の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑶-④ 

 

 

 

 

 

表 2-⑶-② 

（再掲） 
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⑷ 立入検査・指導の充実 

勧          告 説明図表番号 

ア 農場に対する立入検査の効率的かつ効果的な実施 

家畜の所有者における飼養衛生管理基準の遵守状況について、農林水産省は、

「家畜伝染病予防法第 12 条の 5 の規定による指導及び助言、同法第 12 条の 6 第 1

項の規定による勧告並びに同条第 2 項の規定による命令に関するガイドラインの策

定について」（平成 23 年 10 月 31 日付け 23 消安第 3929 号農林水産省消費・安全

局動物衛生課長通知。以下「家畜伝染病予防法に基づく指導等に関するガイドライ

ン」という。）において、都道府県に対し、毎年の定期報告（項目 2⑶参照）の受

理や立入検査（家畜伝染病予防法第 51 条第 1 項）の定期的な実施等により、その

状況を的確に把握することを求めている。 

また、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザについ

ては、防疫指針（注 1）において、飼養衛生管理基準を確実に遵守させるため、都

道府県は、一定の頭羽数の家畜を飼養する農場（注 2）に対し、原則として年 1 回

以上立入検査を実施することとされている。 

さらに、農林水産省は、毎年度の防疫対策の強化通知（注 3）において、防疫指

針による立入検査の対象に関し、ⅰ）口蹄疫については、大規模農場（家畜の大規

模所有者（注 4）の農場。以下同じ。）、都道府県が必要と考える家畜を飼養する

農場（例えば、口蹄疫等発生地域からの外国人労働者等を受け入れている農場等）

を対象とし、また、これまでの立入検査の結果、飼養衛生管理に問題があった農場

は優先的に立入検査を行うこと、ⅱ）高病原性鳥インフルエンザ等については、

100 羽以上（だちょうの場合にあっては、10 羽以上）の家きんを飼養する農場を対

象として立入検査を行うことのほか、指導の実施状況の報告を求めている。 

（注 1）口蹄疫については、「口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針」（以下「防疫指針

（口蹄疫）」という。）、高病原性鳥インフルエンザ等については、防疫指針（鳥イ

ンフルエンザ）。 

（注 2）1 頭以上の牛農場、5 頭以上の豚農場（豚を飼養する農場。以下同じ。）、100 羽以

上の鶏農場（鶏を飼養する農場。以下同じ。）など、畜種ごとに一定の頭羽数が定め

られている。 

（注 3）農林水査省が毎年度、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ等の防疫対策の強化に関

して、都道府県に対し通知しているもの。例えば、平成 25 年度については、「年末・

年始及び春節における口蹄疫等に関する防疫対策の強化について」（平成 25 年 12 月

11日付け 25消安第 4271号農林水産省消費・安全局長通知）、「平成 25年度における

高病原性鳥インフルエンザ等の防疫対策の強化について」（平成 25年 9 月 6日付け 25

消安第 2884 号農林水産省消費・安全局長通知）。以下これらを「防疫対策強化通知」

と総称する。 

（注 4）家畜伝染病予防法施行規則第 21 条の 2 第 8 号において、成牛の場合は 200 頭以上、

育成牛等の場合は 3,000 頭以上、豚の場合は 3,000 頭以上、鶏の場合は 10 万羽以上の

家畜の所有者とされている。 

 

今回、調査対象 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における防疫指針による立入検

査の実施状況を調査したところ、牛又は豚の大規模農場（牛又は豚を飼養する大規

 

表 2-⑷-ア-① 
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県（宮崎家畜保健衛生所）、鹿児島県（肝属家畜保健衛生所）及び沖縄県（中央家畜保健

衛生所）の 9 道府県 11 家畜保健衛生所においては、管内に定期報告が一部行われていない

農場が存在するが（項目 2⑶参照）、該当農場数が不明のため、これら農場を含めていな

い。 

    4 表中の「○」は防疫指針に沿った年 1 回以上の立入検査を実施できている家畜保健衛生

所、「×」は年 1回以上の立入検査を実施できていない家畜保健衛生所を示す。 

 

また、年 1 回以上の立入検査を実施できていない道県の中には、以下のとお

り、時間的な制約から十分な指導を行うことができない状況がみられた。 

ⅰ）対象農場数の多さから、1 農場に充てられる検査時間が十分確保できないた

め、飼養衛生管理基準の一部項目の遵守状況を確認できない（北海道（網走家

畜保健衛生所及び十勝家畜保健衛生所）、岩手県（県南家畜保健衛生所））。 

ⅱ）農場別に飼養衛生管理基準が遵守されていない理由や事情を記録・整理する

時間がなく、過去の指導等の経緯を踏まえた改善指導を十分に行うことができ

ない（鹿児島県（肝属家畜保健衛生所））。 

一方、年 1 回以上の立入検査を実施できている府県であっても、1 日に複数の

農場に対する立入検査を行うなど時間的な制約もあり、十分な指導を行うことが

難しい現状となっている。 

このように、家畜保健衛生所においては、厳しい人員体制の下で立入検査を実

施しているが、調査した 17 道府県のうち獣医療法（平成 4 年法律第 46 号）第

11 条第 1 項の規定に基づき策定した獣医療を提供する体制の整備を図るための

計画において、平成 32 年度における公務員獣医師（都道府県職員で、家畜衛生

行政に携わる家畜防疫員及び公衆衛生行政に携わる獣医師）の確保に関する目標

を設定している 12 県においては、大半が現状維持又は若干の増員にとどまって

おり（注 6）、県の厳しい財政事情等を踏まえ、当面、家畜防疫員の大幅な増員

は困難な状況がうかがえる。 

（注 6）獣医療を提供する体制の整備を図るための計画及び公務員獣医師の確保に関する目

標の詳細については、項目 2⑷オ参照。 

 

以上の状況を踏まえると、立入検査をより効率的かつ効果的に行っていく必要

があり、そのためには、次のとおり、定期報告の一層の活用とともに、一部の道

県で取り組んでいる非常勤職員等や家畜の所有者が行う自衛防疫活動の指導・推

進を目的とする団体（以下「自衛防疫団体」という。）の活用などを拡大してい

くことが求められる。 

ⅰ）定期報告の活用 

 家畜の所有者が行う定期報告は、毎年、その飼養する家畜に係る衛生管理の

状況を家畜保健衛生所が把握できるようにするものであるが、項目 2⑶でみら

れたように必ずしも報告義務が遵守されていない状況にある。また、その報告

内容をみると、飼養衛生管理基準の項目のうち、衛生管理区域に立ち入る車両

の消毒や家畜を導入する際の健康観察等の実施など 4 項目が、牛、豚、鶏の全

てで含まれていないため、年 1 回以上の立入検査を実施できない家畜保健衛生

所においては、これらの項目の遵守状況を把握することができない状況となっ
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ている。 

このため、家畜の所有者に対し、定期報告を遵守させるよう指導の徹底を図

ることに加え、定期報告の内容を飼養衛生管理基準の項目と整合を図ること

で、立入検査を実施できない農場についても、家畜保健衛生所が定期報告を活

用することにより飼養衛生管理基準の遵守状況を容易に把握することが可能と

なる。 

 

ⅱ）非常勤職員等の活用 

6 道県（北海道、宮城県、岩手県、秋田県、島根県及び宮崎県）において

は、個人開業の獣医師や関係機関・団体に所属する獣医師を非常勤の家畜防疫

員として任命し、これら獣医師に立入検査を行わせ、飼養衛生管理基準等の遵

守状況を確認させている。また、鹿児島県においては、獣医師資格を保有する

県の退職者を再雇用し、家畜防疫員が行う立入検査に同行させ、その補助をさ

せている（注 7）。 

（注 7）これらの道県においては、道県本庁担当課に対する調査において上記の状況がみられ

たため、道県単位としている。 

 

ⅲ）自衛防疫団体の活用 

調査した 17 道府県のうち、大阪府及び沖縄県を除く 15 道県においては、道

県内に自衛防疫団体があり、このうち、宮城県及び秋田県においては、自衛防

疫団体に対し、家畜保健衛生所による立入検査とは別に、農場における飼養衛

生管理基準の遵守状況に関する確認・指導を委託している。 

 

なお、農林水産省は、防疫指針において、対象農場に対する原則として年 1 回

以上の立入検査を求めながら、口蹄疫に関しては、防疫対策強化通知において、

立入検査の対象となる農場数（母数）を求めることとしていないため、都道府県

において立入検査が実施されていない牛又は豚を飼養する農場数がどの程度ある

かを正確に把握できていない。このため、今後の施策の企画立案において、都道

府県の実情を考慮しない結果につながるおそれがある。 

 

② 立入検査の拒否に対する対応状況 

調査した 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における立入検査の対象農場に対す

る平成 22 年度以降の実施状況をみると、5 道県 5 家畜保健衛生所（北海道（網

走家畜保健衛生所）、岩手県（県南家畜保健衛生所）、秋田県（北部家畜保健衛

生所）、群馬県（中部家畜保健衛生所）及び島根県（出雲家畜保健衛生所））に

おいて、家畜の所有者による農場への立入拒否や、日程調整に応じないなどの理

由により、1 年以上にわたって立入検査を実施しておらず、中には、平成 22 年

度以降、長期にわたって立入検査を実施していない例がみられた。 

立入検査の拒否に対しては、家畜伝染病予防法第 66 条の規定に基づく罰則の

適用があり得るが、家畜の所有者との関係が悪化し、家畜伝染病予防法に基づく

円滑な業務運営に支障が生じることなどを懸念し、5 道県（5 家畜保健衛生所）

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑷-ア-⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑷-ア-⑥

（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑷-ア-⑦ 
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では、これまで適用実績はない。 

なお、農林水産省は、当省の調査実施後に、「平成 27 年度における高病原性

鳥インフルエンザ等の防疫対策の強化について」を発出し、都道府県に対し、長

期にわたって立入検査に応じない鶏等の家きんを飼養する農場がある場合、その

原因を分析した上で、立入検査の実施を見込めないと判断したときは、罰則の適

用を含め、厳格に対処することを求めているが、平成 27 年 9月 30日現在、牛、

豚等を飼養する農場に対して同様の対応を求める通知は発出していない。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、立入検査をより効率的かつ効果的に実施し、飼養衛

生管理基準の遵守状況をより的確に把握する観点から、以下の措置を講ずる必要が

ある。 

① 定期報告の内容を見直す（家畜伝染病予防法施行規則の改正）とともに、都道

府県に対し、非常勤職員等や自衛防疫団体の活用方策を具体的に示すこと。 

また、口蹄疫に関する防疫指針による都道府県の立入検査の実施状況を的確に

把握するため、立入検査の対象農場数（母数）の報告を求めるよう、口蹄疫に関

する防疫対策強化通知を見直すこと。 

② 都道府県に対し、長期にわたって立入検査に応じない牛、豚等を飼養する家畜

の所有者に対しては、その原因を分析した上で、立入検査の実施が見込めない場

合には、罰則の適用を含め、厳格に対処するよう指導すること。 

 

 

表 2-⑷-ア-⑧ 
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勧          告 説明図表番号 

イ 長期未改善となっている飼養衛生管理基準の違反に対する指導等の充実 

都道府県知事は、家畜の所有者に対し、飼養衛生管理基準に定めるところによ

り家畜の飼養に係る衛生管理が行われるよう、必要な指導及び助言、勧告並びに

命令をすることができ、農林水産省は、家畜伝染病予防法に基づく指導等に関す

るガイドラインにおいて、以下のとおり、都道府県に対して示している。 

 ① 飼養衛生管理基準の遵守状況の把握等の結果、家畜の飼養に係る衛生管理に

ついて改善する必要があると認めるときは、当該家畜の所有者に対し、家畜伝

染病予防法第 12 条の 5 の規定による指導又は助言をする（以下「家畜伝染病

予防法の規定による指導・助言」という。）。 

 ② ①にかかわらず、飼養衛生管理基準の違反が、ⅰ）過失による一時的なもの

であるなど、軽微なものであり、かつ、常習性が認められないこと、又はⅱ）

やむを得ない事情によるものであると認められることのいずれかに該当する場

合であって、家畜の所有者が直ちに改善措置を講じようとしているときは、家

畜伝染病予防法の規定による指導・助言に代えて、行政手続法（平成 5 年法律

第 88 号）の定めるところにより、必要な指導又は助言（以下「行政手続法の

定めるところによる行政指導」という。）をすることができる（注 1）。 

③ ②の場合において、家畜の所有者が正当な理由なく行政手続法の定めるとこ

ろによる行政指導に従わず、なお飼養衛生管理基準を遵守していないと認めら

れるときは、家畜伝染病予防法の規定による指導・助言をする。 

④ 家畜伝染病予防法の規定による指導・助言は、家畜伝染病予防法に基づく指

導等に関するガイドラインに定められた指導・助言書を交付して行う。 

また、農林水産省は、毎年度発出する防疫対策強化通知により、都道府県に対

し、立入検査で農場における飼養衛生管理基準の遵守状況等の確認を行い、飼養

衛生管理に関する指導を行った場合には、後日、その改善状況を確認し、行政手

続法の定めるところによる行政指導に対する改善が認められない農場に対して、

家畜伝染病予防法第 12 条の 5 及び第 12 条の 6 の規定に基づく指導等を検討する

よう通知している。 

（注 1）行政手続法においては、行政指導について、その内容は相手方の任意の協力によって

のみ実現されるものであることなどが規定されている。また、行政指導は必ずしも文

書で行われるものでなく、口頭によることも可能であるが、その場で完了する行為を

求めるものなどを除き、相手方から行政指導の趣旨等を記載した書面の交付を求めら

れたときは、行政上特別の支障がない限り、これを交付しなければならないとされて

いる。 

 

今回、調査対象 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における農場に対する立入検

査時の飼養衛生管理基準に係る指導等の状況を調査したところ、以下のとおり、

飼養衛生管理基準の項目が複数年にわたり連続して遵守されておらず、また、こ

れに対する指導等が適切に行われていない状況などがみられた。 

 

表 2-⑷-イ-① 
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① 農場における飼養衛生管理基準の遵守状況 

調査した 17 道府県（20 家畜保健衛生所）において抽出した 2,476 農場のう

ち、平成 23 年度から 26 年度（26 年度については 4 月から 10 月）までの間に

飼養衛生管理基準の遵守について家畜保健衛生所から指導等を受けたことがあ

る 1,794 農場の違反内容及び違反状態の継続状況を調査した結果、表 1 のとお

り、830 農場（飼養衛生管理基準が遵守されていない 1,794 農場の約 46％）に

おいて、飼養衛生管理基準の同一項目について複数年にわたり連続して遵守さ

れておらず、家畜保健衛生所による指導等が繰り返し行われているものの違反

状態が継続している状況が、調査した全ての家畜保健衛生所においてみられ

た。 

 

表 1 飼養衛生管理基準の同一項目が複数年にわたり連続して遵守されていな

い状況                     

区分 抽出調査

した農場

数 

飼養衛生

管理基準

が遵守さ

れていな

い農場数 

同一項目

が複数年

にわたり

連続して

遵守され

ていない

農場数 

   

同一項目

が 4 年間

連続で遵

守されて

いない農

場数 

同一項目

が 3 年間

連続で遵

守されて

いない農

場数 

同一項目

が 2 年間

連続で遵

守されて

いない農

場数 

牛農場 
1,205農場 1,021農場 575農場 

(56.3％) 

0 農場 

(0％) 

202農場 

(19.8％) 

419農場 

(41.0％) 

豚農場 
587農場 374農場 149農場 

(39.8％) 

0 農場 

(0％) 

45 農場 

(12.0％) 

114農場 

(30.5％) 

鶏農場 
684農場 399農場 106農場 

(26.6％) 

8 農場 

(2.0％) 

34 農場 

(8.5％) 

66 農場 

(16.5％) 

計 
2,476農場 1,794農場 830農場 

(46.3％) 

8 農場 

(0.4％) 

281農場 

(15.7％) 

599農場 

(33.4％) 

（注）1 当省の調査結果（平成 23年度から 26年度（4月から 10月まで）の状況）による。 

   2 「同一項目が複数年にわたり連続して遵守されていない農場数」欄は、「同一項目

が 4 年間連続で遵守されていない農場数」欄、「同一項目が 3 年間連続で遵守されて

いない農場数」欄又は「同一項目が 2 年間連続で遵守されていない農場数」欄に該当

する実農場数を計上した。 

   3 各欄の上段は農場数、下段は該当する農場数を「飼養衛生管理基準が遵守されてい

ない農場数」で除した割合を示す。 

 

一方、複数年にわたり連続して遵守されていない飼養衛生管理基準の項目を

みると、表 2 のとおり、畜種によって違いはあるものの、飼養衛生管理基準が

遵守されていない 1,794 農場のうち、「車両用の消毒薬の常設」は 255 農場

（約 14％）、「立入者用の消毒薬の常設」は 119 農場（約 7％）、「車両消毒

の実施」は 274 農場（約 15％）、「立入者の消毒の実施」は 168 農場（約

9％）、「立入時の記帳等の実施及び帳簿の保管」は 376 農場（21％）となっ

ており、いずれの畜種においても遵守されていない割合が比較的高くなってい

た。 

特に、「車両用の消毒薬の常設」及び「立入者用の消毒薬の常設」について

は、家畜伝染病等の病原体の侵入を防止するための措置として最も重要かつ効
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469 298 63.5% 142 47.7% 152 44 14.8% 108 36.2%

31 12 38.7% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0%

46 31 67.4% 3 9.7% 3 0 0.0% 3 9.7%

40 9 22.5% 3 33.3% 3 0 0.0% 3 33.3%

40 25 62.5% 4 16.0% 4 0 0.0% 4 16.0%

40 5 12.5% 4 80.0% 4 3 60.0% 1 20.0%

45 40 88.9% 20 50.0% 20 0 0.0% 20 50.0%

17 13 76.5% 8 61.5% 8 6 46.2% 2 15.4%

36 29 80.6% 23 79.3% 33 10 34.5% 23 79.3%

40 39 97.5% 7 17.9% 7 1 2.6% 6 15.4%

11 7 63.6% 7 100.0% 7 0 0.0% 7 100.0%

21 19 90.5% 19 100.0% 19 1 5.3% 18 94.7%

4 3 75.0% 1 33.3% 1 0 0.0% 1 33.3%

19 11 57.9% 11 100.0% 11 11 100.0% 0 0.0%

39 38 97.4% 26 68.4% 26 6 15.8% 20 52.6%

40 17 42.5% 6 35.3% 6 6 35.3% 0 0.0%

118 76 64.4% 7 9.2% 7 1 1.3% 6 7.9%

1 1 100.0% 1 100.0% 1 0 0.0% 1 100.0%

38 10 26.3% 1 10.0% 1 0 0.0% 1 10.0%

25 23 92.0% 3 13.0% 3 0 0.0% 3 13.0%

14 14 100.0% 2 14.3% 2 1 7.1% 1 7.1%

40 28 70.0% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0%

587 374 63.7% 1149 39.8% 159 445 12.0% 1114 30.5%

2
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14 8 57.1% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

24 13 54.2% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

20 8 40.0% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

20 0 0.0% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

40 10 25.0% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

101 92 91.1% 5 5.4% 5 0 0.0% 4 4.3% 1 1.1%

23 19 82.6% 4 21.1% 5 1 5.3% 2 10.5% 2 10.5%

38 14 36.8% 9 64.3% 9 0 0.0% 1 7.1% 8 57.1%

35 28 80.0% 4 14.3% 4 0 0.0% 0 0.0% 4 14.3%

48 29 60.4% 19 65.5% 19 0 0.0% 12 41.4% 7 24.1%

44 17 38.6% 1 5.9% 1 0 0.0% 1 5.9% 0 0.0%

38 31 81.6% 6 19.4% 6 4 12.9% 2 6.5% 0 0.0%

25 8 32.0% 3 37.5% 3 0 0.0% 0 0.0% 3 37.5%

34 0 0.0% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

16 7 43.8% 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

41 21 51.2% 15 71.4% 15 0 0.0% 0 0.0% 15 71.4%

40 34 85.0% 27 79.4% 27 0 0.0% 11 32.4% 16 47.1%

40 30 75.0% 4 13.3% 4 3 10.0% 0 0.0% 1 3.3%

3 3 100.0% 1 33.3% 2 0 0.0% 1 33.3% 1 33.3%

40 27 67.5% 8 29.6% 8 0 0.0% 0 0.0% 8 29.6%

684 3399 58.3% 106 26.6% 108 88 2.0% 334 8.5% 666 16.5%

2
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表 2-⑷-ウ-③ 報告対象等に対する道府県の誤解などにより、道府県から適切な報告がなされず、飼養

衛生管理基準等の遵守状況が正確に把握できていない例 

 

ⅰ）大規模農場以外の農場における飼養衛生管理基準等の遵守状況の確認結果については報告対象で

はないと誤解し、これら農場の飼養衛生管理基準等の遵守状況が未報告となっているもの 

調査対象

家畜保健

衛生所 

調査結果 

北 海 道

（十勝家

畜保健衛

生所） 

平成 25 年度における飼養衛生管理基準等の遵守状況の確認結果の農林水産省に対する

報告に当たって、大規模農場以外の牛又は豚農場は報告対象ではないと誤解し、これらの

農場に対する指導結果を報告していない。  

このため、当省が大規模農場以外の農場のうち、24牛農場及び 38豚農場の計 62農場を

抽出し、十勝家畜保健衛生所が立入検査の際に用いた飼養衛生管理基準のチェックシート

の評価状況を確認したところ、24牛農場及び 12豚農場の計 36 農場において、以下のとお

り、飼養衛生管理基準等が遵守されていない項目がみられたが、これらの状況は農林水産

省に報告されていない。 

ⅰ） 24 牛農場全てにおいて、同家畜保健衛生所が用いた独自のチェックシートの「消毒

実施の有無」、「立入り制限実施の有無」又は「記録の有無」の 3 項目のうちいずれか

の項目が遵守されていない。 

ⅱ） 12豚農場において、飼養衛生管理基準チェックシートの「車両用の消毒薬の常設（衛

生管理区域の出入口付近に車両用の消毒薬を効果のある常態で常設している）」や「車

両消毒の実施（入場車両の消毒を常時行っている）」などの 18 項目のいずれかが遵守

されていない。 

 

表 1 当省が抽出した大規模農場以外の 24牛農場における飼養衛生管理基準が 

遵守されていない項目（平成 25年度）              

十勝家畜保健衛生所におけるチェックシートの項目 遵守されていない農場数 

1 消毒実施の有無 19 農場 

2 立入り制限実施の有無 7 農場 

3 記録の有無 18 農場 

（注）十勝家畜保健衛生所は、大規模農場以外の牛農場に対する立入検査において、対象農場数の多さか

ら、1農場に充てられる検査時間が十分に確保できないため、上記の 3項目を確認することとしている。 

 

表 2 当省が抽出した大規模農場以外の 12豚農場における飼養衛生管理基準等が 

遵守されていない項目（平成 25年度）              

飼養衛生管理基準チェックシートにおける項目 遵守されていない農場数 

1 防疫に関する情報の把握 0 

2 
⑴ 衛生管理区域の設定 0 

⑵ 衛生管理区域の境界の明瞭化 1 農場 

3 人・車両の入場制限 0 

4 
⑴ 車両用の消毒薬の常設 4 農場 

⑵ 車両消毒の実施 5 農場 

5 
⑴ 立入者用の消毒薬の常設 3 農場 

⑵ 立入者の消毒の実施 2 農場 

6 
 

⑴ 衛生管理区域専用の衣服・靴の着用 0 

⑵ 適切な方法による衣服・靴の着用 ※ 0 

7 立入者の渡航歴等の確認及び入場制限 0 
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また、県南家畜保健衛生所は、比較的軽微な指導事項がみられた農場数を集計してい

ないため、農林水産省に対する不正確な報告の実数は不明であるが、当省が 40 豚農場

（うち大規模農場は 20農場）及び 40鶏農場（うち大規模農場は 19農場）の計 80農場

を抽出し、同家畜保健衛生所が立入検査の際に用いた独自のチェックシートの評価状況

を確認したところ、7 豚農場（うち大規模農場は 1 農場）及び 9 鶏農場（うち大規模農

場は 1 農場）の計 16 農場（うち大規模農場は 2 農場）において、以下のとおり、飼養

衛生管理基準が遵守されていなかったが、農林水産省に対する同確認結果報告書には

「指導が不要だった農場」として報告されており、実際の飼養衛生管理基準の遵守状況

が正確に報告されていない。 

ⅰ）7豚農場（うち大規模農場は 1 農場）において、「野外にさらされていない水または

消毒した水を給与していますか」など 3項目のいずれかが遵守されていない。 

ⅱ）9鶏農場（うち大規模農場は 1 農場）において、「衛生管理区域を設定し、ロープや

看板などで部外者の入場を制限している」など6項目のいずれかが遵守されていない。 

 

表 2 当省が抽出した 7豚農場における飼養衛生管理基準が遵守されていない項目

（平成 25年度） 

県南家畜保健衛生所におけるチェックシートの項目 
遵守されていない
農場数 

1 家畜防疫に関する最新情報の把握 

 （略） － 

2 衛生管理区域の設定 

 （略） － 

3 農場への病原体の持込み防止 

 （略） － 

4 野生動物等からの病原体の感染防止 

 野外にさらされていない水または消毒した水を給与していますか 5 農場 

5 衛生管理区域の衛生状態の確保 

 （略） － 

6 家畜の健康観察と異状が確認された場合の対処 

 導入した家畜は、一定の期間、隔離飼育していますか 2 農場 

7 万が一の伝染病発生時に備えた、埋却の準備 

 埋却のための土地を確保していますか 2 農場 

8 感染ルートの早期特定のための記録の作成・保管 

 （略） － 

9 大規模農場（飼養頭数 3,000頭以上）に関する追加措置 

 （略） － 

（注）1 県南家畜保健衛生所は、平成 25年度において、飼養衛生管理基準チェックシートではなく、飼養

衛生管理基準の項目のみの独自のチェックシートを用いている。 

2 飼養衛生管理基準が遵守されていた項目は省略している。 

 

表 3 当省が抽出した 9鶏農場における飼養衛生管理基準が遵守されていない項目

（平成 25年度） 

県南家畜保健衛生所におけるチェックシートの項目 
遵守されていない
農場数 

人・車両等による侵入の防止 

 

農
場 

衛生管理区域を設定し、ロープや看板などで部外者の入場を
制限している 

5 農場 

農場（衛生管理区域）に立入する車両・人（履物）を消毒し
ている 

1 農場 

農場立入者を記録している 3 農場 

鶏
舎 

（略） － 
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勧          告 説明図表番号 

エ 外国人労働者等の受入農場に対する指導及びと畜検査等の結果に関する情報を

活用した農場に対する指導の推進 

  今回、調査対象 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における外国人労働者、海外

研修生等の受入農場等に対する指導の状況を調査したところ、以下のとおり、農

林水産省の通知等を踏まえ、外国人労働者等の受入農場に対する口蹄疫やアフリ

カ豚コレラの発生国への渡航等に関する指導が行われている道県や、と畜場法

（昭和 28 年法律第 114 号）に基づくと畜検査及び食鳥処理の事業の規制及び食

鳥検査に関する法律（平成 2 年法律第 70 号）に基づく食鳥検査（以下「と畜検

査等」と総称する。）の結果に関する情報を活用した農場に対する指導が行われ

ている県など農場に対するきめ細やかな指導が行われている例がみられた一方、

こうした指導が行われていない道府県においては、農場に対する指導を一層推進

する余地がみられた。 

 ① 外国人労働者等の受入農場に対する口蹄疫等の発生国への渡航等に関する指

導の状況 

調査した 17 道府県のうち 4 道県（注 1）（北海道（十勝家畜保健衛生所）、

栃木県（県北家畜保健衛生所）、愛知県（中央家畜保健衛生所及び東部家畜保

健衛生所）、島根県）（注 2）においては、口蹄疫に関する防疫対策強化通知

（注 3）などを踏まえ、平成 24 年度以降に、農場における外国人労働者等の受

入状況を把握し、外国人労働者等の受入農場が認められた場合には、飼養衛生

管理基準の翻訳版等の配布等が行われている。 

しかしながら、14 道府県（15 家畜保健衛生所）においては、外国人に対す

る差別として受け取られることが懸念されることなどを理由として、農場にお

ける外国人労働者等の受入状況の把握や外国人労働者等の受入農場に対する指

導が行われていない。 

（注 1）北海道では、調査対象とした十勝家畜保健衛生所において、外国人労働者等の受入

農場に対する指導等が行われている一方、網走家畜保健衛生所において、外国人労

働者等の受入農場に対する指導等が行われていないため、それぞれに計上してい

る。 

（注 2）島根県においては、当省の調査を契機として、県本庁担当課が農場における外国人

労働者等の受入状況を把握したため、県単位としている。 

（注 3）同通知により、農林水産省は、都道府県に対し、特に外国人労働者等の受入農場を

重点として、口蹄疫及びアフリカ豚コレラの発生国への渡航に当たっての留意事項

（渡航先の農場やと畜場などの畜産関連施設に立ち入らないことなど）や、帰国後

の留意事項（飼養衛生管理基準に基づき、帰国後一週間、必要がある場合を除き衛

生管理区域に立ち入らないことなど）等について、周知・指導することを求めてい

るが、農場における外国人労働者等の受入状況を把握することについては、明記さ

れていない。 

 

 ② と畜検査等の結果に関する情報を活用した農場に対する指導の状況 

調査した 17 道府県（注 4）におけると畜検査等の結果に関する情報の交換等

の状況（注 5）をみると、8 県（秋田県、新潟県、鳥取県、島根県、福岡県、熊

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑷-エ-① 

表 2-⑷-エ-② 

 

 

表 2-⑷-エ-③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑷-エ-④ 
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本県、鹿児島県及び沖縄県）の家畜衛生部局においては、飼養衛生管理の向上

に有効であるとして、と畜場等を管轄する公衆衛生部局と調整し、各農場のと

畜検査等の結果に関する情報を入手しているだけでなく、県内の農場に疾病等

の発生状況を分析・整理した結果を提供し、疾病等の発生状況に応じて適切な

予防対策を提示するなど、と畜検査等の結果に関する情報が農場に対する指導

に活用されている。 

一方、残りの 9 道府県の家畜衛生部局においては、と畜検査等により把握さ

れた疾病等の情報と農場の飼養衛生管理の状況との関係が明確ではないことな

どを理由として、公衆衛生部局からと畜検査等の結果に関する農場別の情報を

入手しておらず、農場に対する指導にも活用していない。 

   （注 4）調査した家畜保健衛生所だけでなく、道府県本庁担当課に対する調査でも同様の状

況となっていることが確認されたため、道府県単位としている。 

（注 5）農林水産省は、と畜検査等の結果に関する情報は、各農場における疾病等の発生状

況やその傾向の把握に有用であることから、都道府県に対し、「家畜防疫対策要綱」

（平成 11 年 4 月 12 日付け 11 畜Ａ第 467 号農林水産省畜産局長通達。17 年 9 月 29 日

最終改正）により、家畜衛生部局（県本庁担当課及び家畜保健衛生所）と、と畜場及

び食鳥処理場との間で、当該情報の交換を積極的に行うように努めることを求めてい

るものの、情報の交換の方法や交換した情報の活用方法については、明記されていな

い。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、農場に対する指導を一層推進する観点から、以下

の措置を講ずる必要がある。 

 ① 都道府県に対し、農場における外国人労働者等の受入状況を把握した上で、

外国人労働者等の受入農場に対し、口蹄疫に関する防疫対策強化通知に基づく

口蹄疫等の発生国への渡航等に関する留意事項の周知啓発を徹底するよう、指

導すること。 

 ② 都道府県に対し、と畜検査等の結果に関する情報の活用の意義や具体的な活

用方法、既に活用が行われている県の効果的な取組例を示して、と畜検査等の

結果に関する情報を農場に対する指導に有効に活用するよう指導すること。 
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表 2-⑷-エ-② 外国人労働者等の受入農場を把握し、当該受入農場に対し重点的に指導が

行われている例 

調  査 

対象機関 
調査結果 

北 海 道

（本庁及

び十勝家

畜保健衛

生所） 

 北海道（本庁）においては、経済部労働局が取りまとめ窓口となり、関係部

局（中小企業課、農政課等）が連携して、平成 18 年度から、北海道内の外国

人技能実習生の受入状況を把握することを目的として「外国人技能実習制度に

係る受入状況調査」を実施している。 

 当該調査においては、北海道内の農業協同組合が受入団体となり、受け入れ

ている外国人技能実習生の人数が把握されており、平成 23 年は 158 人、24 年

は 196人、25年は 227人の受入れが行われている状況が確認されている。 

 また、調査対象とした十勝家畜保健衛生所は、農林水産省からの口蹄疫に関

する防疫対策強化通知で口蹄疫等が発生している近隣諸国からの労働者等を

受け入れている農場に対し重点的に指導を行うよう求めていること、特に北海

道には、口蹄疫等が発生している近隣諸国から研修等の目的で多くの外国人が

入国している状況を受け、牛、豚等の農場における外国人労働者等の受入状況

を把握することを目的として、平成 25 年度に、管内の市町村の協力を得て調

査しており、この結果、管内 19 市町村のうち 17 市町村の 88 農場で 213 人の

外国人技能実習生の受入れが行われている状況を確認している。 

 同家畜保健衛生所は、当該調査の実施後においても立入検査等により農場に

往訪した際に外国人技能実習生の受入状況を確認することとしており、受入農

場が確認された場合は、農場が所属する関係団体等も含め、海外で使用した衣

服及び靴を農場に持ち込ませないようにするなど、飼養衛生管理基準のうち外

国人労働者等に関係する項目の注意喚起を重点的に行っている。 

 なお、北海道（本庁担当課）は、農場における外国人技能実習生等に対する

指導に活用するため、平成 25 年度に飼養衛生管理基準に関するリーフレット

（日本語、英語及び中国語）を作成し、ホームページに掲載するとともに、家

畜保健衛生所、市町村及び関係団体に対し周知した。 

栃 木 県

（県北家

畜保健衛

生所） 

栃木県は、農場の実態把握のため、県内の家畜保健衛生所において、立入検

査時に外国人労働者等を含めた農場で雇用されている従業員数を確認するこ

ととしており、調査対象とした県北家畜保健衛生所では、農場の情報を整理し

た台帳に外国人労働者等の数を記録している。 

同家畜保健衛生所は、牛農場における外国人労働者等の受入状況を集計して

おり、平成 26 年 9 月現在、34 農場（5 肉用牛農場及び 29 乳用牛農場）で 90

人の受入れが行われている状況を確認している。 

また、同家畜保健衛生所は、農林水産省からの口蹄疫に関する防疫対策強化

通知で口蹄疫等が発生している近隣諸国からの労働者等を受け入れている農

場に対し重点的に指導を行うよう求めていることを踏まえ、外国人労働者等の

受入農場に対して、母国からの荷物を農場に持ち込ませないルールを定めるな

どの指導を行っている。 

愛 知 県

（中央家

畜保健衛

生所及び

東部家畜

愛知県においては、平成 23 年の家畜伝染病予防法の改正により、口蹄病や

鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の防疫対策が強化されたことに伴い、県内で

も発生国との人の交流や物流を把握する必要が生じているとして、24 年度に、

立入検査等により農場に往訪した際に、外国人労働者及び技能実習生の受入状

況を調査しており、その結果、88 農場で 211人の外国人労働者等の受入れが行
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浄・消毒、作業者の洗浄・消毒、車両間の交差汚染を防止する措置等の家畜伝染病

等の感染拡大を防止するための対策（以下「感染拡大防止対策」という。）の実施

状況等を調査したところ、以下のとおり、必ずしも感染拡大防止対策が十分に行わ

れていない状況がみられた。 

① 39 豚関連施設（21と畜場、12化製場、2家畜市場及び 4共同糞尿処理場）にお

いて、「豚流行性下痢（ＰＥＤ）防疫マニュアル」が作成される前の平成 26 年 8

月から 11月末までの感染拡大防止対策の実施状況をみると、次のとおり、手指の

消毒等に係る取組や車両間の交差汚染を防止するための措置が十分に行われてい

ない傾向がみられた。 

ⅰ）施設の入退場時における車両の洗浄・消毒に係る取組（表 1のＡ）が行われ

ていた施設は約 95％、施設内に家畜等を搬入する際の靴の洗浄・消毒（靴の履

き替え又はブーツカバーの着用等を含む。）に係る取組（表 1 のＢ）が行われ

ていた施設は約 90％ 

ⅱ）施設内に家畜等を搬入する際の手指の洗浄・消毒（使い捨て手袋の着用等を

含む。）に係る取組（表 1のＣ）が行われていた施設は約 15％、施設敷地内の

動線の工夫などによる車両間の交差汚染を防止するための措置（表 1のＤ）が

行われていた施設は約 49％ 

 

 表 1 調査した 39豚関連施設における感染拡大防止対策の状況                     

       施設名 

区分 

と畜場 
 
(21 施設) 

化製場 
 
(12 施設) 

家畜市場 
 
(2 施設 ) 

共同糞尿
処理場 
(4 施設 ) 

計 
 
(39 施設) 

Ａ車両の消毒等が行わ
れていたもの 

20 施設 
(95.2％) 

12 施設 
(100％) 

2 施設 
(100％) 

3 施設 
(75.0％) 

37 施設 
(94.9％) 

Ｂ靴の消毒等が行われ
ていたもの 

20 施設 
(95.2％) 

10 施設 
(83.3％) 

2 施設 
(100％) 

3 施設 
(75.0％) 

35 施設 
(89.7％) 

Ｃ手指の消毒等が行わ
れていたもの 

4 施設 
(19.0％) 

2 施設 
(16.7％) 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
(0％) 

6 施設 
(15.4％) 

Ｄ交差汚染防止措置が
行われていたもの 

13 施設 
(61.9％) 

6 施設 
(50.0％) 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
(0％) 

19 施設 
(48.7％) 

ＡからＤの全てを実施
していたもの 

2 施設 
(9.5％) 

1 施設 
(8.3％) 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
(0％) 

3 施設 
(7.7％) 

ＡからＤのいずれも未
実施のもの 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
(0％) 

1 施設 
(25.0) 

1 施設 
(2.6％) 

（注）1 当省の調査結果による（平成 26年 8月から 11月末までの状況）。 

   2 「施設名」欄の（ ）内は、調査対象施設数を示す。 

   3 各欄の（ ）内は、調査対象施設数に対する該当する施設数の割合を示す。 

      4 「ＡからＤの全てを実施していたもの」に該当する 1化製場については、敷地内の

農場からのみ搬入を行っているため、「Ｄ交差汚染防止措置が行われていたもの」に

該当せず、ＡからＣの取組が全て行われていたものである。 

 

また、調査対象 17道府県が、当省の調査実施後に、「豚の飼養者等への豚流行

性下痢に関する指導の再徹底について」に基づき、平成 27年 1月 14日から 2月

13日までの間に 135豚関連施設に対して実施した立入検査の結果をみると、次の

とおり、当省の調査実施後においても、手指の消毒等に係る取組や交差汚染防止

措置は 50％未満となっており、必ずしも十分に行われていない傾向がみられた。 
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ⅰ）車両の消毒等に係る取組（表 2のＡ）が行われていた施設は約 95％、靴の消

毒等に係る取組（表 2のＢ）が行われていた施設は約 88％ 

ⅱ）手指の消毒等に係る取組（表 2のＣ）が行われていた施設は約 50％、交差汚

染防止措置（表 2のＤ）が行われていた施設は約 46％ 

 

 表 2 調査対象 17道府県が平成 27年 1月 14日から 2月 13 日までの間に実施

した 135豚関連施設に対する立入検査の結果   

      施設名 

区分 

と畜場 
 
(62 施設) 

化製場 
 
(33 施設) 

家畜市場 
 
(3 施設 ) 

共同糞尿
処理場 
(37 施設) 

計 
 
(135 施設) 

Ａ車両の消毒等が行わ
れていたもの 

61 施設 
(98.4％) 

31 施設 
(93.9％) 

3 施設 
(100％) 

33 施設 
(89.2％) 

128施設 
(94.8％) 

Ｂ靴の消毒等が行われ
ていたもの 

58 施設 
(93.5％) 

26 施設 
(78.8％) 

3 施設 
(100％) 

32 施設 
(86.5％) 

119施設 
(88.1％) 

Ｃ手指の消毒等が行わ
れていたもの 

42 施設 
(67.7％) 

13 施設 
(39.4％) 

2 施設 
(66.7％) 

10 施設 
(27.0％) 

67 施設 
(49.6％) 

Ｄ交差汚染防止措置が
行われていたもの 

40 施設 
(64.5％) 

10 施設 
(30.3％) 

0 施設 
(0％) 

12 施設 
(32.4％) 

62 施設 
(45.9％) 

ＡからＤの全てを実施
していたもの 

30 施設 
(48.4％) 

3 施設 
(9.1％) 

0 施設 
(0％) 

2 施設 
(5.4％) 

35 施設 
(25.9％) 

ＡからＤのいずれも未
実施のもの 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
（0％） 

1 施設 
(2.7％) 

1 施設 
(0.7％) 

（注）1 当省の調査結果による（平成 27年 1月 14日から 2月 13日までの状況）。 

   2 「施設名」欄の（ ）内は、立入検査が実施された施設数を示す。 

     なお、立入検査結果に具体的な防疫措置の内容の記載がない北海道の 1化製場及び

秋田県の 3化製場は対象から除外している。 

   3 各欄の（ ）内は、立入検査が実施された施設数に対する該当する施設数の割合を示

す。 

 

② 一方、牛鶏関連施設については、豚関連施設とは異なり、都道府県及びこれら

の施設が感染拡大防止対策として行うべき取組内容が明確にされてはいないが、

豚関連施設と同様に、感染拡大防止対策の実施状況（平成 26年 8月から 11月末

まで）を調査したところ、次のとおり、調査した 42牛鶏関連施設（1化製場、12

家畜市場、9共同糞尿処理場及び 20 食鳥処理場）において、豚関連施設と同様

に、車両の消毒等に係る取組又は靴の消毒等に係る取組に比べて、手指の消毒等

に係る取組や交差汚染防止措置が十分に行われておらず、また、全体として豚関

連施設よりも取組が低調な傾向がみられた。 

ⅰ）車両の消毒等に係る取組（表 3 のＡ）が行われていた施設は 81％、靴の消毒

等に係る取組（表 3 のＢ）が行われていた施設は約 76％ 

ⅱ）手指の消毒等に係る取組（表 3のＣ）が行われていた施設は約 24％、交差汚

染防止措置（表 3のＤ）が行われていた施設は約 36％ 
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表 3 調査した 42牛鶏関連施設における感染拡大防止対策の状況                              

      施設名 

区分 

化製場 
 
(1 施設 ) 

家畜市場 
 
(12 施設) 

共同糞尿
処理場 
(9 施設 ) 

食鳥処理
場 
(20 施設) 

計 
 
(42 施設) 

Ａ車両の消毒等が行わ
れていたもの 

1 施設 
(100％) 

12 施設 
(100％) 

6 施設 
(66.7％) 

15 施設 
(75.0％) 

34 施設 
(81.0％) 

Ｂ靴の消毒等が行われ
ていたもの 

1 施設 
(100％) 

11 施設 
(91.7％) 

5 施設 
(55.6％) 

15 施設 
(75.0％) 

32 施設 
(76.2％) 

Ｃ手指の消毒等が行わ
れていたもの 

0 施設 
(0％) 

3 施設 
(25.0％) 

1 施設 
(11.1％) 

6 施設 
(30.0％) 

10 施設 
(23.8％) 

Ｄ交差汚染防止措置が
行われていたもの 

0 施設 
(0％) 

2 施設 
(16.7％) 

2 施設 
(22.2％) 

11 施設 
(55.0％) 

15 施設 
(35.7％) 

ＡからＤの全てを実施
していたもの 

0 施設 
（0％） 

0 施設 
(0％) 

0 施設 
(0％) 

2 施設 
(10.0％) 

2 施設 
(4.8％) 

ＡからＤのいずれも未
実施のもの 

0 施設 
（0％） 

0 施設 
(0％) 

1 施設 
(11.1％) 

2 施設 
(10.0％) 

3 施設 
(7.1％) 

（注）1 当省の調査結果による（平成 26年 8月から 11月末までの状況）。 

   2 「施設名」欄の（ ）内は、調査対象施設数を示す。 

   3 各欄の（ ）内は、調査対象施設数に対する該当する施設数の割合を示す。 

 

このように豚関連施設に比べて牛鶏関連施設において取組が低調な要因として

は、牛鶏関連施設が行うべき「豚流行性下痢（ＰＥＤ）防疫マニュアル」のような

対策が農林水産省から明確に示されていないことが考えられる。 

 調査した 17道府県や牛鶏関連施設の管理者からも、ⅰ）施設が所在する地域や農

場において、家畜伝染病等がまん延していないため対策は不要、ⅱ）農場で対策を

行っていれば畜産関連施設での対策は必要ないという防疫意識の乏しい意見がある

一方で、ⅰ）畜産関連施設が行うべき取組内容を具体的に示してほしい、ⅱ）各畜

産関連施設の規模や立地状況に応じた取組内容としてほしい、ⅲ）車両等の消毒に

対する周辺住民からの苦情等を懸念し、どのような対策を講ずればよいか対応に苦

慮している、ⅳ）車両や作業者の消毒設備や消毒液の購入など経費面の負担が増え

るのではないかという意見などがみられた。 

また、当省が意見を聴取した有識者も、牛鶏関連施設でも施設を介した家畜伝染

病等の感染が拡大する可能性があるため、感染拡大を防止するための対策を行うこ

となどの必要性を指摘しており、何らかの牛鶏関連施設への対策が求められる状況

にあると考えられる。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、畜産関連施設における家畜伝染病等の感染拡大防止

対策を一層推進するため、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 都道府県に対し、豚関連施設における手指の消毒等に係る取組及び交差汚染防

止措置がより適切に講じられるよう指導すること。 

② 都道府県に対し、牛鶏関連施設において講ずるべき対策を明確に示した上で、

施設管理者に対策の実施を求めるよう指導すること。 
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る内容の記載がないなど、最新の防疫指針（口蹄疫）の変更内容が反映されてい

なかった。このうち、特に、北海道については、平成 15 年 8 月に県防疫マニュア

ルを策定して以降、10 年以上にわたり一度も改定等が行われておらず、このた

め、16 年に作成された防疫指針（口蹄疫）の内容も十分反映されていない状況と

なっていた。 

残りの 11 府県においては、平成 23 年 10 月の防疫指針（口蹄疫）の変更後、県

防疫マニュアルの改定等は行われていたが、その内容をみると、例えば、防疫指

針（口蹄疫）の変更で新たに追加された口蹄疫に感染していない家畜の予防的殺

処分（注 3）に関する内容の記載がないなど、6 県（宮城県、栃木県、愛知県、福

岡県、熊本県及び鹿児島県）において、防疫指針（口蹄疫）の変更により見直し

又は追加された内容の一部が反映されていなかった。 

（注 3）予防的殺処分は、家畜伝染病予防法第 17 条の 2 の規定に基づき、口蹄疫に感染していな

い健康な家畜であっても、殺すことがやむを得ないと判断される場合に殺処分を行うこと

をいう。 

 

表 1 平成 23年の防疫指針変更後における県防疫マニュアルの改定等の状況 

（口蹄疫） 

区分 該当道府県数 

防疫指針の変更後に改定等が行われていないもの 6 道県 

防疫指針の変更後に改定等が行われているもの 11 府県 

 うち防疫指針の変更内容の一部が反映されていないもの 6 県 

 

一方、高病原性鳥インフルエンザについては、調査した 17 道府県のうち 3 県

（群馬県、山梨県及び沖縄県）において、平成 23 年 10 月の防疫指針（鳥インフ

ルエンザ）の変更後 3 年以上が経過しているものの、県防疫マニュアルの改定等

が行われておらず、例えば、患畜又は疑似患畜とされた家きんの病性判定後原則

24 時間以内にと殺を完了し、原則 72 時間以内に焼却又は埋却を行うこととされ

ていないなど、最新の防疫指針（鳥インフルエンザ）の変更内容が反映されてい

なかった。 

残りの 14 道府県においては、平成 23 年 10 月の防疫指針（鳥インフルエンザ）

の変更後、県防疫マニュアルの改定等は行われていたが、その内容をみると、例

えば、防疫指針（鳥インフルエンザ）の変更で見直された移動制限区域内の農場

等から食鳥処理場・ふ卵場等への出荷や移動制限区域内の食鳥処理場・ふ卵場等

における再開に関する内容（注 4）の記載がないなど、4 県（宮城県、岩手県、新

潟県及び宮崎県）において、防疫指針（鳥インフルエンザ）の変更により見直し

又は追加された内容の一部が反映されていなかった。 

（注 4）ⅰ）移動制限区域内の農場等から家きん集合施設（食鳥処理場、ＧＰセンタ－又はふ卵

場）等へ例外的に家きん等を出荷する場合の要件や移動時の措置、ⅱ）移動制限区域内で

停止することとされている家きん集合施設を例外的に再開する場合の要件や再開後の遵守

事項が明記された。 
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表 2 平成 23年の防疫指針変更後における県防疫マニュアルの改定等の状況 

（高病原性鳥インフルエンザ） 

区分 該当道府県数 

防疫指針の変更後に改定等が行われていないもの 3 県 

防疫指針の変更後に改定等が行われているもの 14 道府県 

 うち防疫指針の変更内容の一部が反映されていないもの 4 県 

 

このように最新の防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）の内容を踏まえた

改定等が行われていない理由について、調査した道県は、他に優先すべき業務が

あり、改定等の作業が十分に進まなかったなどとしているが、防疫指針（口蹄疫

及び鳥インフルエンザ）の変更後 3 年以上が経過しながら改定等を行っていない

状態は、家畜伝染病の発生予防やまん延防止に対する危機意識が希薄であると考

えられる。 

また、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）の変更内容が一部反映されて

いないことについて、調査した県は、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）

に従って対応すればよく、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）の変更内容

の全てを県防疫マニュアルに反映する必要はないと判断したなどとしているが、

家畜伝染病が発生した場合又は発生が疑われる場合には、迅速かつ的確な防疫措

置が求められる状況に鑑みれば、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）と県

防疫マニュアルの双方を参照しつつ対応に当たるよりも、最新の防疫指針（口蹄

疫及び鳥インフルエンザ）の内容を適切に反映した県防疫マニュアルに従って、

防疫措置を実施していくことで迅速かつ的確な対応が可能になるものと考えられ

る。 

なお、農林水産省は、当省の調査実施後に、「平成 27 年度における高病原性鳥

インフルエンザ等の防疫対策の強化について」を発出し、都道府県に対し、高病

原性鳥インフルエンザに関する県防疫マニュアルについては、平成 27 年 9 月 9 日

付けで変更された防疫指針（鳥インフルエンザ）の内容を踏まえた見直しを速や

かに行うことを求めているが、同年 9 月 30 日現在、口蹄疫に関する県防疫マニュ

アルについて、同様の対応を求める通知は発出していない。 

 

② 国防疫マニュアルに盛り込まれた内容の県防疫マニュアルへの反映状況 

平成 26 年度に高病原性鳥インフルエンザが発生した熊本県においては、発生農

場で防疫措置を指揮する現場責任者（家畜防疫員）の業務を補佐する者や関係機

関との連絡の補助を行う者を設置していなかったため、円滑な防疫作業を進めら

れなかった反省を踏まえ、26 年 6 月に県防疫マニュアルを改定し、現場責任者の

補佐等を行う者を新たに設置し、その役割を明記した。 

一方、熊本県以外の調査した 16 道府県の県防疫マニュアルにおける現場責任者

の業務を補佐する者等の設置に関する記載状況をみると、9 道府県（北海道、宮

城県、岩手県、群馬県、新潟県、山梨県、大阪府、鹿児島県及び沖縄県）におい

て、現場責任者の業務を補佐する者等の設置及びその役割が明記されていなかっ
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た。 

熊本県における今回の改定内容は、前述の「高病原性鳥インフルエンザに関す

る防疫作業マニュアル～本病の感染拡大を防ぐために～」に既に盛り込まれてい

た内容であるが、その趣旨や意義が認識されておらず、県防疫マニュアルに反映

されていなかったものと考えられる。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、家畜伝染病が発生した場合の防疫措置を迅速かつ的

確に行う観点から、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 都道府県に対し、口蹄疫に関する県防疫マニュアルについて最新の防疫指針等

の内容を踏まえた改定等を速やかに行うよう指導すること。 

② 都道府県に対し、今後、防疫指針（口蹄疫又は鳥インフルエンザ）等が変更さ

れた場合には、変更内容の趣旨や意義を周知し、変更内容を遅滞なく口蹄疫又は

高病原性鳥インフルエンザに関する県防疫マニュアルに確実に反映するよう指導

すること。 
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ンフルエンザ発生時に、所要の人員を迅速かつ十分に確保することができるか不

確実な状況となっている。 

ⅰ）口蹄疫（牛）については、16 道府県中 3 県（愛知県、鳥取県及び宮崎県）は

調整が終了しているが、残る 13道府県は調整が一部未了 

ⅱ）口蹄疫（豚）については、15 府県中 3 県（愛知県、鳥取県及び宮崎県）は調

整が終了しているが、残る 12府県は調整が一部未了 

ⅲ）高病原性鳥インフルエンザについては、17道府県中 6 府県（愛知県、大阪府、

鳥取県、島根県、宮崎県及び鹿児島県）は調整が終了しているが、残る 11道県

は調整が一部未了 

 

なお、農林水産省は、当省の調査実施後に、「平成 27 年度における高病原性鳥イ

ンフルエンザ等の防疫対策の強化について」を発出し、都道府県に対し、高病原性

鳥インフルエンザに関する動員計画について、作成していない県は直ちに作成する

こと、既に作成している県においても農場の規模を多段階想定した実効性のある動

員計画を作成すること及び人員確保のために関係市町村、関係団体等の調整を行う

ことを求めている。 

しかしながら、同通知においては、都道府県内の最大規模の農場の飼養頭羽数に

おいて発生した場合を想定した動員計画の作成を求めておらず、また、平成 27 年 9

月 30日現在、口蹄疫に関して動員計画未作成の是正等を求める通知は発出していな

い。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、口蹄疫及び高病原性鳥インフルエンザ発生時におけ

る迅速かつ的確な対応が講じられるよう、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 口蹄疫に関する動員計画が未作成となっている都道府県に対しては、直ちに計

画を作成するよう指導すること。 

② 都道府県に対して、農場の規模を多段階想定した実効性のある動員計画（口蹄

疫及び高病原性鳥インフルエンザ）の作成に当たっては、都道府県内最大規模の

農場で発生した場合を含めるよう指導すること。 

③ 口蹄疫に関する動員計画における人員確保の実効性を高めるため、都道府県に

対し、関係市町村、関係団体等との調整を速やかに完了させるよう指導すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-⑵-⑥ 
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表 3-⑵-② 防疫指針（口蹄疫又は鳥インフルエンザ）における初動防疫に関する規定等

の内容（抜粋） 

○ 「口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針」（平成 23年 10月 1日農林水産大臣公表） 

第 2 発生の予防及び発生時に備えた事前の準備 
2 都道府県の取組 
⑺ 発生時に円滑かつ迅速に初動防疫対応を実施することができるよう、防疫に必要
な人員の確保、消毒ポイントの設置場所の調整、衛生資材及び薬品等の備蓄、重機
等の調達先の確認、死亡獣畜保管場所の確保等を行う。 

⑻ 家畜の所有者に対する指導及び発生時の円滑な初動対応に必要な家畜防疫員の確
保に努める。常勤の家畜防疫員を確保した上で、一時的又は緊急に必要な場合は非
常勤の家畜防疫員の確保が行えるよう、獣医師会等と協議してリストアップを行う
とともに、発生時にと殺等を円滑に実施できるよう、偶蹄類動物の取扱いに慣れた
保定者のリストアップを行う。 

また、他の都道府県で発生した場合に応援で派遣する家畜防疫員のリストアップ
を行う。 

 
第 6 発生農場における防疫措置 

1 と殺（法第 16 条） 
⑶ 患畜又は疑似患畜は、当該農場内で、原則として病性の判定後 24時間以内にと殺

を完了する。 
 

2 死体の処理（法第 21条） 
⑴ 患畜又は疑似患畜の死体については、原則として、患畜又は疑似患畜と判定した後 

72 時間以内に、発生農場又はその周辺（人家、水源、河川及び道路に近接しない場
所であって、日常人及び家畜が接近しない場所に限る。）において埋却する。 

 
 

○ 「高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザに関する特定家畜伝染病防
疫指針」 

平成 23 年 10月 1日農林水産大臣公表 平成 27年 9月 9日農林水産大臣公表 

第 2 発生の予防及び発生時に備えた事前
の準備 
2 都道府県の取組 
⑹ 発生時に円滑かつ迅速に初動防
疫対応を実施することができるよ
う、防疫に必要な人員の確保、消毒
ポイントの設置場所の調整、衛生資
材及び薬品等の備蓄、重機等の調達
先の確認、死亡家きん保管場所の確
保等を行う。 

 
⑺ 家きんの所有者に対する指導及
び発生時の円滑な初動対応に必要
な家畜防疫員の確保に努める。常勤
の家畜防疫員を確保した上で、一時
的又は緊急に必要な場合は非常勤
の家畜防疫員の確保が行えるよう、
獣医師会等と協議してリストアッ
プを行う。 
また、他の都道府県で発生した場

合に応援で派遣する家畜防疫員の
リストアップを行う。 

 （以下略） 

第 2 発生の予防及び発生時に備えた事前
の準備 

2 都道府県の取組 
⑹ 発生時に円滑かつ迅速に初動対
応を実施することができるよう、役
割を見据えた防疫に必要な人員の
確保、消毒ポイントの設置場所の調
整や地図情報システム等を活用し
た整理、衛生資材や薬品等の備蓄、
重機等の調達先の確認、死亡家きん
保管場所の確保等を行う。 

⑺ 家きんの所有者に対する飼養衛
生管理に係る指導及び発生時の円
滑な初動対応に必要な家畜防疫員
の確保に努める。常勤の家畜防疫員
を確保した上で、一時的又は緊急に
必要な場合は非常勤の家畜防疫員
の確保が行えるよう、獣医師会等と
協議してリストアップを行う。 

また、他の都道府県で発生した場
合に応援で派遣する家畜防疫員の
リストアップを行う。 

   （以下略） 
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る畜産農家を中心に、埋却地を確保していない畜産農家が多かった。また、宮崎県

は、自己所有地での埋却が困難である場合の対応について具体的な検討をしていな

かった。このため、発生後、埋却地の確保を試みたものの、掘ってみて地下水が出

たり、住民の反対などで早期の確保が出来なかった。このことが、発生地でのウイ

ルス量を増やし、感染を拡大させた一因となった」（「口蹄疫対策検証委員会報告

書」）と指摘されている。したがって、このような事態を未然に防ぐ意味から、事

前に埋却等の実施に対する近隣住民等への説明及びその承諾を得ておくことは、発

生時における迅速かつ円滑な埋却等のために重要であると考えられる。 

一方、農林水産省は、埋却等の実施に対する近隣住民等の承諾取得が極めて低調

である状況について、「埋却地等の確保の状況について」に基づく都道府県からの

報告により承知しているにもかかわらず、都道府県に対し、これまで特段の指導及

び助言を行っていない。 

 

③ 埋却地の適地性の確認状況 

調査した 17 道府県（注 4）における埋却地の適地性の確認状況を調査したところ、

11 県においては、立入検査等の際に、地理的、地形的要件及び作業・管理要件を

踏まえ、埋却地の適地性について目視で確認するなどの対応を行っているものが

みられた一方、6道府県（北海道（網走家畜保健衛生所及び十勝家畜保健衛生所）、

岩手県（県南家畜保健衛生所）、群馬県（中部家畜保健衛生所）、新潟県、大阪府

（大阪府家畜保健衛生所）、熊本県（中央家畜保健衛生所））においては、特段の

対応を行っておらず、中には、県内の土地は、地質、地下水、水位などの点で埋

却地に適さないものが大部分であるとしながらも適地性を確認していないもの

（群馬県（中部家畜保健衛生所）及び新潟県）もみられた。 

特段の対応を行っていない 6 道府県では、適地性を確認していない理由につい

て、管内の農場数が多いこと、適地性を確認する時間的な余裕がないことなどを

挙げているが、埋却地の適地性を目視で確認する程度であれば、立入検査時の確

認事項として実施することとしても、大きな負担とはならないものと考えられる。 

また、埋却地の適地性を確認している場合であっても、当省の調査において、

県が面積は十分で埋却にも問題なしと評価した土地の中に、内水面との距離が近

接なもの（1件）及び文化財保護法（昭和 25年法律第 214号）第 93条の規定に基

づく周知の埋蔵文化財包蔵地であるもの（1件）が含まれており、国防疫マニュア

ルを踏まえると適地性に疑問がある例もみられた。 

（注 4）調査した家畜保健衛生所だけでなく、道府県本庁担当課に対する調査でも同様の状況

となっていることが確認されたため、道府県単位としている。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、家畜伝染病の患畜等の埋却、焼却等が迅速かつ的確

に行われるよう、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 都道府県に対し、家畜の所有者による埋却地等の確保を促進するとともに、それ

が十分確保できない場合は、移動式レンダリング装置や移動式焼却炉を活用した処

理計画をあらかじめ定めておくよう指導すること。 

（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-⑶-⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-⑶-⑨ 
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表３-⑶-⑨ 県が適地性を確認し、「面積は十分で埋却にも問題なし」と評価した土地の適

地性に疑問がある例 

調査対象

道府県 
調査結果 

福岡県 調査対象市町村に所在する乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏及び肉用鶏を飼養し

ている 86農場（平成 26年 7 月末日現在。「衛生管理の状況等の報告通知」に基

づき報告された農場数）から 6農場を抽出して、これらの農場が確保している

埋却地について、①内水面からの距離、②文化財保護法第 93条の規定に基づく

周知の埋蔵文化財包蔵地（以下「包蔵地」という。）内の所在の有無（注）につ

いて調査した結果、内水面（ため池）からの距離が 100ｍ以内となっているも

のや包蔵地内に所在しているものがそれぞれ 1 農場あり、埋却地の適地性に疑

問がある例がみられた。 

なお、当該 2 農場について、平成 24年度に福岡県畜産課が埋却地の適地性を

評価した結果は、いずれも「Ａ（面積は十分で埋却にも問題なし）評価」とな

っている。 

（注）国防疫マニュアルにおいては、埋却地に関する要件として、「内水面からの距離」につい

ては、河川、湖、池等に近い場所を避ける必要があること、諸外国では 30～100m離れてい

ることが選定条件になっていることが明記されているとともに、文化財が埋蔵されていない

ことも確認するよう求めている。 

 

当該調査結果について、福岡県畜産課は、ⅰ)内水面からの距離が 100ｍ以内

となっている農場については、100ｍ以内であっても直ちに問題にはならないと

判断したこと、ⅱ）埋却地が包蔵地内に所在した農場については、埋却地の外

観が耕作地であり、遺跡（包蔵地内）であることは確認できなかったことから、

Ａランクで評価したとしている。 

（注）当省の調査結果による。 
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